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コンビ株式会社では 2005 年から次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画の  

策定・実行に取り組んでまいりましたが、この度第 4 期の行動計画を策定いたしましたので発表

させていただきます。 

当社では第 1 期よりほぼ一貫した目標を掲げ、期が進むごとに対策内容のレベルを上げていく

という考え方で取り組みを実施しております。特に育児休業の取得につきましては、ベビー用品

メーカーという環境下で子供を授かった社員が一人でも多く育児休業を取得し、その経験を業務

に還元できるように努めております。 

今期は 3 カ年計画で下記の目標に取り組み、計画を上回る成果を創出するべく努力してまいり

ます。 

 

■ 第４期計画期間 ： 平成 23 年 10 月 1 日 ～ 平成 26 年 9 月 30 日 

 

＜雇用環境の整備に関する事項＞ 

 

目標  １）計画期間内の育児休業およびそれに準ずる休暇の取得水準を以下のようにする。 
①女性の育児休業取得率を 95％以上とする。 

 ②子が生まれた男性に付与している 5日間の特別有給休暇の取得率を 80%以上とする。 
 

目標  ２）計画期間内の有給取得と所定外労働の削減を以下の水準にする。 
①有休の平均取得率において、厚生労働省就労条件総合調査結果値を 10%以上上回る。 

 ②月 1回以上ノー残業デーを設置し、事前および直前の十分な呼びかけにより実践する。 
 

＜上記以外の次世代育成支援対策に関する事項＞ 

 
目標  ３）計画期間内に、地域の妊産婦や子育て施設に対して支援を行う 

①妊産婦向けに出産、授乳などに関するセミナーを開催する 
 ②Web を通じた出産、子育てに関する情報提供、コミュニティ提供を行う 
 ③全国の乳児院に製品寄付を行う 
 ④全国の社会福祉施設に製品寄付を行う 
 ⑤従業員の子が通う保育園に製品寄付を行う 
 
 

 

ベビー用品メーカー「コンビ」の子育て支援策 

社員の育児休業取得８０％以上を目標に 

「次世代育成支援対策推進法」に基づく一般事業主行動計画を策定 
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